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3-24 児童クラブ（圏域：地域・地区） 

3-24-1 施設再編の方針 

対象施設 

放課後児童クラブ 

施設再編の方針 

� 年々、児童クラブを利用する児童の増加に伴い、施設も増えてきており、小学校や幼稚

園などの教育施設を整備する際には複合化を進め、施設の相互利用による機能の充実を

図ります。 

� ほとんどの放課後児童クラブが 100 ㎡以下であるため、公共施設マネジメント対象外で

すが、共通の基本方針として、空き教室の活用を優先的な検討事項とした施設整備を進

めます。 

 

3-24-2 現状分析 

① 施設の概要 
放課後、帰宅しても保護者が仕事等により不在などの児童が通う施設として、東山小学校区を

除く全ての小学校区に配置されています。25 クラブのうち、市の所有する施設が 21 クラブ、民

間が所有する施設が 4クラブとなっています。 

小学校・幼稚園の敷地内にある 21 クラブのうち、小学校校舎や幼稚園園舎の空き教室などを利

用しているクラブは 9クラブ。残りの 12 クラブは、運動場や園庭、中庭などに別棟で整備されて

います。 

児童数が減少する一方で、入会を希望する児童数は増加傾向にあり、利用可能な児童の対象年

齢も、児童福祉法の改正により、小学校 6年生まで拡大されました。 

 

② ポートフォリオ分析結果 
 児童クラブは 6施設ありますが、品質状況については、鶴見児童健全育成クラブを除く 5施設

では耐震化対応がなされています。鶴見児童健全育成クラブは築年数が 41.0 年と古い施設とな

っています。 

 供給状況については、充足率（定員に対する児童の割合）、児童 1人あたり面積により評価しま

すが、上人第 1 児童クラブ、鶴見児童健全育成クラブを除き約 6 割～7 割程度の充足率であるこ

とから、児童数を増やすことが期待されます。 

 財務状況については、面積あたり市負担額、児童 1人あたり市負担額により評価しますが、南

子育て仲よし児童クラブ、第 2南子育て仲よしクラブは両指標とも低く、偏差値が低く算出され

ています。 
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図 64 ポートフォリオ分析（児童クラブ） 

 

③ ⽼朽化の状況 
鶴見児童健全育成クラブを除く 5施設は、建築後 5年未満の新しい施設であり、特に問題はあ

りません。 

  

築年数

(年)
偏差値

耐震

対応率(%)
偏差値

436 第2境川学童ちびっこクラブ 120.5 4.0 65.7 100.0 55.3 60.5

442 鶴見児童健全育成クラブ 155.8 41.0 43.6 0.0 30.0 36.8

3563 上人第１児童クラブ 94.0 1.0 67.5 100.0 55.3 61.4

3564 上人第２児童クラブ 94.0 1.0 67.5 100.0 55.3 61.4

3572 南子育て仲良しクラブ 94.0 1.0 67.5 100.0 55.3 61.4

3573 第２南子育て仲良しクラブ 94.0 1.0 67.5 100.0 55.3 61.4

台帳

番号
施設名称

占有面積

（㎡）

品質
平均

偏差値

(ハード）

充足率

（％）
偏差値

児童1人

あたり面積

(㎡/人)

偏差値

面積あたり

市負担額

(千円/㎡)

偏差値

児童1人あたり

市負担額

（千円・日/人）

偏差値

0.68 45.9 2.5 49.1 30.5 54.2 75.8 58.7 52.0 Ⅰ

0.84 59.3 2.5 49.3 28.0 56.6 69.7 64.3 57.4 Ⅱ

0.92 66.0 2.0 59.7 41.3 43.5 83.7 51.5 55.2 Ⅰ

0.58 37.5 3.3 30.2 18.0 66.6 86.9 48.6 45.7 Ⅳ

0.74 50.5 2.0 60.5 46.7 38.2 92.5 43.5 48.2 Ⅳ

0.62 40.8 2.4 51.2 43.8 41.0 103.6 33.4 41.6 Ⅳ

判定

結果

財務
平均

偏差値

（ソフト）

供給
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④ 利⽤状況 
年間利用者数 

市立小学校に通う児童数は、平成 17 年から平成 26 年の間で、5,948 人から 5,325 人となり、

10％減少しているのに対して、放課後児童クラブの登録数は 737 人から 1,285 人と 74％も増加し

ています。 

内閣府男女共同参画局の調査によると、夫婦共働き世帯は平成 8年から平成 27 年までの 20 年

間で 949 万世帯から 1,114 万世帯と 17％以上増加しており、今後も増加が見込まれ、放課後児童

クラブの需要も増えることが想定されます。 

 

運営コスト 

市からの委託により事業実施していますが、運営方法にそれぞれ違いがあるため、月額利用料

等はクラブごとに異なります。 

  


